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J.S .ミルの財政学説における若干のif(要課題に関する解釈 

つ有力な勢力 (in te rests)にとって直接的な利得の源泉であること，すべてそれらの人々にとって帝 

国主義が経費増大の生耍手段であることは， 充分に認識さるべきだと云って決して過言ではない

(pp. 94—9 5 参照)。 帝国主義の経済的根兀（economic roo ts)は，強力に組織された工業者 . . .金融，

_ か，国家経費と国家権力によって，彼らの余剰商品と余剰資本のために，私的市場を獲得し発展 

させようとする願望である。戦争 • 軍国主義 • 積極的対夕f 政策は，この目的のための必要な手段で 

ある。この政策は必ず国家経費の大きい増加を伴う（p .1 0 6参照) .
. J . S‘ミルの「経済学原理」（第7 版 i s n 年）の緒論の最初の章句に「In every department, of 

human affairs, Practice long precedes science j と書かれて'いるが，このこ > はミル自身の解釈に. 
も当てはまるということを感ずる。 ミルの解釈においても，現実の事荚の進展とその必然的な発展 

傾向の結果に関する意識 (判断）が欠けていた一例を示していると思う

ブリューニンク政権における財政政策の指導

大 島 通 義

〔I〕 序 論

- .  ■ .

ヴアイマル共和制末期のドイツ . ライヒの首相としてブリューニンク-Heinrich B r U n in gが，蔵

相デイートリツビHermann Robert D ie tr ic h やライヒ銀行総裁ルタ一Hans L u t h e rと共に財政

運営の衝にあたったのは， 1 ^ 0 年 i 月末より3 2 年 5 月末までの2 年 2 シ月の期問であった。この

時期は，大恐慌期の財政の推移のなかで，あるいはまた， ドイツ現代財政史の全過程において極め

て重要な一齣をなし, それ故，今日まで多くの論究がこ’れに向けられてきていU 。

先に明らかにしたミュラ一 Hermann M u l le r政権下での財政;岛程の研究に続いて， 大恐慌期に

おけるドイツ財政過程研究の一環として， ブリュ一ニンク政権下での財政過程をこれからJfe上げる

わけであるが，それにつL、て本稿の課題とするところをあらかじめ限定して明らかにしておきたい。

現代財政が一つの/ 過程」的な現象として把握されるであろうこと，従って，瑰代財政史の研究

を 「財政過程」•の分析として展開することが可能であり，ここに私の意図があることは，すでに別

⑶
の機舍に述べたとおりである。ブリ，ュ 一ニンク政権のもとでの財政過程を取上げるに際して， t り

ぁぇず本稿で主‘眼目とされるのは，権力核における財政上の状況認識，撰択および決定作成の局商

を明らかにすることである。権力核に位置するのは, こめ場合まずもってブリュ一土ンク政権であ

り，さらに加えて，これに近い距離にあって決定作成に参加する諸主体（個人乃至集郎である。ご

れらは，財政政策上め課題を提示し，財政に関する認識を媒介として，この課題の实現r 必要な手

段を特定化し/ 決定作成をおこなう。財政過程における連励の一方め極には，権力核における諸主

体めこのような行動，言葉を換えていえば，財政上のリ一ダ- -シツプ過程があり，他方の極には,
注（1 ) 最近の研究動向にらいては，別の機会に紹介を試みたので , 参照されたい，大 岛 通 義 「世界恐憐期における 

ドイツの財政過程に関する戦後の研究動向j, r三;IH学会雑詰 j 61卷 11兮 (1968年 11月）77貝以下。

( 2 ) 大 岛 「大恐慌初期におけるドイツの財政過程J , 睃応義怒経济学会 綠̂済学年報 j 1 2号 （1969年 3 月〉293頁 

以下。 ■ .
( 3 )  ‘ 大 岛 『世界?社慌沏におけるドイツの財政過翻，分 析 • 序説 j, f三丨丨丨学会雑誌 j 59卷 12号 （1967年 12月) 1 

其以下 •



これ〖こ対成;して展開される社会諸集団の反発や同調，.採用された財政政策の作用から生ずる経済的 

諸量の変動，要するに財政の社会• 経済過程がある。本稿で取扱うのは前者，っまり，ブリュ.一 二  

ンク政権における財政上のリーダ一シップ過程であり，後者の問題については，次の機会に論ずる

なお，本稿で論究の対象とする時期は，ブリューニンク政権成立以後， 1931年 1 2月，第 4 次大 

統領令が公布される時点までに限定される。 1930年舂以後， 恐慌の作用は日を追って深刻なもの 

となり，翌年 7 月には信用恐慌が発生し，同年9 月にはイギリスの金本位制離脱に遭い，その間度 

重ねて打出されてきた大統領令による恐慌対策としての財政 . 経済政策は，事態の進行に追いっけ 

ぬままにその酷しさを加えて，この第4 次大統領令によっていわばその最頂点に達する。これが一  

応の区切りになって， 1932年に入ってかちの財政運営は， これまでの政策からの転換への模索と 

して特徴づけられるものとなってゆく。ブリューニンク政権は， この転換を商らの手では実現しえ 

ずに 32年 5 月末失脚するに至るのであるが,この局面にっいては， あらためて別の機会に考察す 

るV ととした。.
要するに， ブリューニンク政権下における財政過程を， 1931年末までの時期にっいて， 同政権 

の財政上のリ一ダー、ンッフ。の局由fを中心に考察すること，これが木稿での課題である。

〔H〕 1 9 3 0年 9 月選挙以前

广般に，ある時期の財政を特徴づけるのに，蔵相ならぬ首相の名をこれに冠するのは，一見奇異

の感をまぬがれないであろう。 しかし，ブリューニンク政権の場合，それは必ずしも誤りではない。

ただし，一層正確には， ブリュ ー ニンク . ディ一 卜リッ ヒ財政と呼ぶべきであろう

ブリュ  ーニソクは， 192 4年以来中央党所属のライヒ議会議員として， また同党国会議員団長

(1929年）としての活動において，党の内外から財政• 経済問題の専門家として評価されてい洛。ヴ

アイマ/ レ体制を支えてきた政治ヱリ一トが次第にその数を減じっっあったこの時期に， しかも， ミ

ュラー内関が財政政策上の決宏不能の故に辞任せざるをえなかったそp 直後に，政治エリ一トのな

かから彼が選ばれて政権を担当することとなったのも，その一端を被のこの面での資質に負ハてい 
⑶

るように思われる，m m , プリューニンク政権の政治指導全般のなかで財政問題の由める比重は大 

きく，その決定乃室処理にちたってブリュ 一ニンクが交配的な役割を演じていたc とは，閣議議辦

.注（4 八 Schtitz, Werner, ,，Ein Appel1 an die Vej-nunft," in: Heinrich Briining. Ein deutscher Siaatsmann in  Vrteil 
cfer Zeit, hrsg. v. Wilholm Vernokohl, 1961, S. 23； Luthor, Han3, Vor dem Abgrund. 1930〜 1933, Reichs- 
bankprSsident in  K rkm zdU n, Berlin (o, J .)t S . 116 gq..

( 5 〉 Mor»ey, Rudolf, "N»ue Quellen zur Vorgeschichte der Reichskanzlei-echaft Brtinings广 in： Stoat, W irteclw/t 
P diiik  in  deY W eim attr Republik. Fe$techrift fU r Ik iw ich  Briining, hrsg. v. Ferdinand A, Hormens und 

Theodor Schieder, Berlin 1967, S, 207 eq., • ' .

ブリューニンク政権における財政政策の指導 プリュ ー ニ ンク政権における！讨政政策の桁導，

録から明瞭に読みとれるところである。 デイ— トリツヒ（ドイツ段主党，後にドイツ国家党に所属）は, 
このブリューニンク政権において，財政問題の担当相とUて大きな権威を持要，閣内で「第二の人 

物」と認められ, 事実/ 副首相の地位にあづた。このような関係からして，プリュ“ニンク政権にお 

ける財政政策の指導者としてこの二人をあげることが許されるであろう。なお，さらに#け加えてぃ 

うならば，とれらへの共働者として, 中央党出身の労働相シユテツガ一ヴァルトAdam Steggerwafd 
とライヒ銀行総裁ルタ一をあげることができるであろう。ことに，ルタ一は，その前任渚シャハト 

Hjalmar Schachtのミュラ一政権との関係とは異なって，ブリ立 一ニンク政権との密接な関係のも 

とに中央銀行政策を営み，また，同政拖内部セの政策形成に参与してぃためでぁU 。

ところで，こめブリューニンク財政を， 1930年 9 月のライヒ議会選举までを一つの区:破！りとし 

て.見ょぅとするのは， とめ選举の結果が破局的と去われた程の政治的‘ 経済的な変動をもたらし，

フリュ— ニ ンク財政の路線にもこれを境として一定の変化が認められるからである。詳しくは後に 

述べることとして，議会における政党の勢力配朦からすれば，チツィと共產党が大幅にぞの議席 

を壻加ざせ，また，これが契機となって急激な短期外資の流出もしくば资本の逃避が生じたのであ 

る。同年弈以後, 失業は増大し，恐慌瑰象は次第に本格的な展開を示し始めてぃたとはぃえ, 9 月 

選樂の以前と以後では， プリュ一ニンク政権は.興なった状況に直面してぃた， といってよぃであ

ろぅ。.へ'::ノ _
成立した当初のプリ:ュ- ニンク政権は， 1930年度予算につぃて予想される歳入不足をぃかに補 

媳ず令かどぃう問題をかかえてぃた。これは， ミュラ一政権の末期以来未解決のままに残されてぃ 

たことであり，さしあたってプリゴーニンク政権は，議会の同意を調達することに成功して， 4 月 

中句，消費課税を中心とじた約5 億マルクの増税法案を成立させた。 *
しかし, その約1 ヶ月後，早くも，この措置が予算の均衡を保つめに十分でないことが明らかと 

なった。税収の停滞と， 失業者の増加にともなう失業保険赤字の増大とが，政府の予測を上廻るも

のとなったからである。当時の蔵相モルデンハゥプ一Paul Moldenhauerは，政府案としで，7.4
~一 .. ' —r ~~ ：''"11 ■■■ ~ ~ ~ • ' ； -、

’：£ 、6 ) Saldern, Adelheid v” Hermann Dietrich. Fhni Stdatsma/nn der Weimarer Rcjniblik, Schriften des Bundesarchiva
13, Boppard am Rhein 1966, S 135. .

(7) Luther, H‘，op. cit., S. 147. - '
. ( 8 ) ，当時の宵房長宵ピュンダーHermann 'PUndei■は，先の二者に、ンュテツガ一ヴァル.トを加えて，「.三頭政治j 

と呼んでいる。PUndcr, H” Politik in der Reichskanzlei. Aufzeichnungen aus den Jahren 1929〜1933, hrsg. v. 
Thilo Yofelsang, Stuttgart 1961, S. 98.

( 9 )  Luther, H;, op. eit., S. 239 s q . .なお，通 貨 • 財政問題につぃてのライ銀拧と政府代表（州を含む）との意 

兄 交 換 （い わゆる R e ic h sb a n k -K u r a to r iu n i)シャハト.総栽の時代にはほぼ矩期的におこなわれていたのに 

対して , ルタ…の総放就任後は1930年 7 月に一放おこなわれたのみで， その後はプリ立一ニンク政権の期問 

中丨則崔されなかった。そのかわりに，ルタ一が開議に頻繁に出席するようになり , 財 政 . 金融上のjft奕な政策 

決足は彼の列席のもとでおこなわれたb Rcichsbank-Kuk-atoi'iuni灼体はン::パーぺン政権になってがら， |K丨議に 

ルタ一が参加しなくなった状況のもとで，ルタ一の侧からその開冊を要求したのに対して，政府は?突上これ 

を扪西して,’聞催されなぃままに終づた。 Bimdesarchiv (BA), R 4 3 l/6 36 u. 63 7 所収の記録による。

•-------17 ( 1 2 9 ) -----
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‘裝这 K4 ド怒 tsrなび炎料i•文? ^ 成，: が:;S-Svr/iXぬKiS’：Sジを

億マルクの歳入不足をおぎなうために，失業保険料率の4 .5 % への⑴上げ，失業保険給付の削減，

取引税 • タバコ税の増徴，定額給与所得者への緊急犠牲N otopferの賦課を提案したが， ことに失

業保険料率の引上げは，彼の所属政党である人民党の強硬な反対に遭い，モルデンハウア一は 6 月

2 0 日に蔵相を辞任，これにともなってその提案も撤回された。 t
新たに蔵相に就任したデイ一 トリッヒのもとで， 7 月初，次のような政府案が議会に提起された,

この場合，歳入不足額として4. 9 億マルクが想定され，このうち約3. 5 億マルクを，高所得層に対

する所得税付加税，独身者税，公務員緊急犠牲等の導入によっで調達することとした。この提案を

めぐって諸政党の利窖は対立し，公務員緊急犠牲を削除するなどの妥協案が諸党間で形成されるに

至り，歳入不足調達の目的が達しがたいとみたブリューニンクは，通常の立法手続によるその実現

を断念して， ？月 1 6 日，憲法 4 8 条の規定にもとづき，テイヒ大統領の非常大権により大統領令と

してこれを公布する道を撰んだのである。 これに対して，ライヒ議会は1 8 日， 憲法の規矩に従っ

て’1 6 日付の大統領令を議決に付して， これを否決。 ブリューニソク政権は，同日付でライヒ議会

を解散ずると同時に， 2 6 日， 先の大統領令に若干の修正を加えたものを再び大統領令として公布 
00)

した。 . . .  . . .
これが，最初の大統領令公布(こいたる経過の概要;C ある。最初のモルデンハウアーの提案から，

7 月 1 6 日付の大統領令，さらに2 6 日付のそれへと政府提案を修正していったのは，最初の案で失

なった人民党の支持を次には取戻そうとし, これによってそこでは社会民主党の支持を失ない，さ

らにこれ’をあらためて取戻そうとするブリューニンク政権の志向にもとづくものであっ(尖。そして，

自らの背後に確固とした多数派与党を持たないこの政権が，収支の均衡した予算の実現を最早これ

以上遷延することはできないと判断したとき，撰択せざるをえなかったのが，議会の解散という手 
(12)

段であった。この場合，予算の均衡をどのような方法で達成するかは，諸政党の支持乃至寛容の調

達の可否との関係で考えられていた0 であって，それ以外に特定の原則があったわけではない，と

考えてよいであろう。方法や手段はともあれ予算が均衡していること，ブリューニンク政権にとっ

て欠くことをえないのは，この点であった。プリュ一ニンクが「丨自曲主義的な思考に深くとらわれ 
(14) -

ていた』ことはたしかであるが，その指摘のみをもってしてはつくしえぬものがここにはある,と 

いわねばなるまい。

注（10) . Piatorius, Theodor v., "Die Entwicklung der Reichsflnanzen und das deutsche Wirtschafts- und Finanzelend", 
in: Finanzanhiv, 48. J g . (1931), S. 43〜5 4 .なお，7 刀2 6 日付の大統領令は，疋確には，「财政. 緙済• 
社会の危機除朱のためのライヒ大統領令」と呼ばれる。1的0 年;女予箅も，これによって公布された。詳細は， 

Reidhsgesetzblattt 1930, Teil I, Nr. 3 1 参照

(11) Helbich, Wolfgang J” Die Reparatiomn in  der A fa  Briining, Berlin 1962, S. 31〜2,
(12) Briiningj Heini*ich, ”Wie Hitler die Macht erObertc/* in: Heinrich Brihiwff* linden und Anfsat^e eitus

deutschetis Staatsmannv hrsg. v. W* Vernekohl* 1968, S, 245〜6.
(13) Helbich, W, J*, op. cit； S. 32.
(14) Kroll, Gerhard, Vort der Welttoirtsckiiflskrise zur Stdatekonjwiktur, Berlin 1958* S. 363:

'  18 ( j 3 0 ) 一—

歷 に 型 趣

この場合，ブリュ一ニンク政権をして均衡予算の寒現に高い価値をあたえさせた一つの與因とし 

て，プリューニンクやディ一トリッヒらの，1920年代後半に■-般化した利益政治的な財政運営に対 

する批判をあげるととができるであろう。それは， 2 0 年代の後半に， 資本家集団や労働組合を中 

心とした社会の諸集団の個別的利益への考慮をもっばらとして歳出の増額や減税がはかられてきた 

ことへの批判であった。資本家集団の個別利害に固着する人民党と，労働組合の代弁者たる社会民 

主党という両翼の政党の間の緊張が増大しつつある状況のもとでは，後に述、ベるヤング賠償協宠の 

成立に対処しうる予算政策の形成は不可能に近いという危機意識が，1930年初頭のヤング案批淮密 

議における中央党政治家ブリューニンクを支えていた。事実，両翼政党の大勢を支配した党派型行 

動は，まず29年 12月末にヒルファディソクRudolf H ilferdingを，その半年後にはモルデンパゥ

ァーをして蔵相辞任の止むなきにいたらしめた。すでに指摘したように，この両者の財政政策指導
(16).

は超党派的な性格を示して，その所属政党の志向と相容れなかったのである。 1930年 7 月 1 8 日，

大統領令を審議したライヒ議会での演説を，ディ一トリッヒは次の言葉で結んだ„
「諸君，終止符を村つべきものは，かの利益政治である。もって国家的な政治をな.しうるところ

の営為を不可能にするのが, この利益政治なのだ。我々ドイッ人が，利益追求の衆愚となるか，
(17)

国家を担う国民となるか， この撰択こそが，いままさに問われているのである。」

この言明は，両前任者の挫折のあとをうけた新蔵相として，ディートリッヒがその財政指導をどの

ような理念で裏づけよう.としていたかを明示するi のにほかならない。

プリューニンクやディ一トリッヒが，その任務や政策がおよそ俗受けのしないものであることを 
(18)

みずから認めながら，しかもこれを敢えてするというその行動の底には，このような理念が働いてい 

たはずである。さらに，個別的利益の追求に代えて国家的利益の擁護を/というこの寒請は> ブ 

リューニンク政権の恐慌対策が時の経過と共にその酷しさを加えて，たとえば公務員給与を削溥し, 
課税の一層の強化をはかってゆくに際して，個別の階層あるいは集団はみずからに課せられた犠牲

(19)
を国家的利益の故に甘受すべきであるという要請へと，展開.されてゆくのを見ることができる。そ 

れは/ 恐慌対策の遂行が不可欠どした象徴操作のー侧面をなすものであった。

次に，ブリューニンク政権をして予算の均衡達成に.大きな価値をあたえさせた'要因の他のものと 

して，，賠償政策上の考慮をあげねばならない。この点において，..ヘルビッヒWolfgang J. Helbich
. — _____________

• '||— " 1 ~~ ' r' 1 ,
>主（15) BrUning, H” „Weg, Ziel und Erfolg der Zentrumspolitik/' in： Ileinrich Briining. Reden und Anfsatze 

 •, S. 27〜8..
( 1 6 ) 大岛「大恐慌初期におけるドィッの財政過程j, 344〜5 頁参照。 ン

(17) 1930年7 月1 8日の，ライヒ議会第204 0 本会議fcおける演説，in ； BA, Nachla/3 Hermann R. Dietrich, Nr.
9, Bd. II, S. 104. , :

’.(18〉 BrUnin ,̂ H” „Im Kampf um die Saniもrung“，in； Heinrich Briining. Reden nnd A u f s a t t e - S..58〜9; 
Saldern, A. v., op. cit., S. 100, ’

(19〉 Bruning, H” „Keine Reparationen mehr", in Heinrich Briining. Iteden m d  4 « / « a f 2 e - S ,  81~2,
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ヅリュー么ンク政沲における財政政策の指導

I
I

I

I

1
議

の次の指摘は正鵠を射たものといえよう。「財政改革は, 中央党政治家として， またライヒ首相と

してのプリ土一と'ンクにとって, 単に内政や財政政策上の問題たるに止まるものではなかった0 彼

は財政改革のうちに, とりわけて> 避けがたい外交政策上の必要'一-ヤング案採択の掃結を見たの

である。」ただし，ヘルビツt が, 9 月選挙の以前と以後とについて全ぐ相違を認めないとすれば，

これに対しては若干の留保が必要である，と思われる。賠償政策上の考慮は,たしかにプリュ一二

ンク政権の全時期を通じて支配的な役割を演じたとしても，これを財政面においてどのように特定

化して政策形成に結びつけていったかは，• 9 月選举の前と後とで異なるものがあった，と考えられ 
(21)

るからである。

ブリ ュ ーニンクが賠償問題と財政政策とを密接に関速させてと、らえていたことは，ヤング案批准

漉議の過程での，中央党国会議員団長としての彼の行動から明らかである。ヤング案に中央党が賛

成票を投ずることの条件として， 3 0 年度予算を経常財源によって均衡させる措匱の立法を要求し
(22)

た/ いわゆる付帯法案の提案は，この点で特徴的である。そして，ヤング案批淮の約半月後に，し 

かも，財政措膣についてはなんらの合意も成立しないままに政権を担当すること与なったブリュー 

.ニ ン ク は , 組閣後最初の議会での政府声明において次のように述べている。

「この内閣は，一般の見解に従ってライヒf c とって死活とされる諸課題をもっとも短時日の間に 

解決するという目的をもって，形成された。•‘•• ‘ヤング案をめぐる畏期間の交の結果いまだな 

お完了していない財政• 経済上の諸措置は，ただちに実行されねばならない。財政および国庫の 

. 状態の健全化，困難な財.政_ 情のもとにある州および地方への援助は緊急を耍する。財政および 

国庫状態を急速に秩序あるものとすることなしには，経済の負担のさし迫って必要な軽減の保証
(23) .

や失業の緩和はありえない。」 • '
ごれ:〖こ端を発するいわゆる財政健全化の指向の経緯はすでに概観したとおりである。

この場合，ブリューニンクの政策論は，次のよ .うな考え方からなりたつものであった。

第一に，今や法律としての有効性を持つにいたったヤング賠償協定は，実質的に， ライヒ財政の 

健全化を強いるものである。ことに， ドーズ賠憤協宠における送金保護規矩が撤胳されて,支払猶 

乎制度に代えられたことによって，財政健全化の必要は一層強められた。第二に，ヤング案がドイ 

ツにとって満足しうるものではないとしても，これを受容れざるをえないのは，その批准なしには， 

国P 内外よりの借入は突現せず，これを拒否すれば，資本の流出が生じて,ドイツ経済は廃墟と化 

ずセあろうからである。第三に, ドイツ経済の百下の困難は十分な資本を調達しえないごとによる。 

従って，この困難を克服するためには, ヤング案を受容'れ,これを履行しうる堅実な財政をいとな

注(20) Helbich, W. 3., op. cit., S. 32, ,
( 2 1 ) ヘルビッヒの場合, この相途は杏矩されないとしても，明確には指摘されていない，Ibidt i B. 35.
( 2 2 ) 大岛「大恐慌初期におけるドイッの財政過程j, 357〜8 頁参照，

(•23) FrankfurterHeitungi Nr. 247 vom 2. 4 . 1930,
■------  20 (1 3 2、——
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むという政治的意志を内外に明示することが必翦である。要するに，「¥ イヒ，州お i び'地方の財政 

の他全化なしには，経済の恢復はありえない。」このかぎりにもいて， 賠偾政策上め考慮が財政政 

策の形成を交配していた，といb ことができるであろう。

ブリューニンクが中央党の指導者としてかの付带法案の提案をしたとき，それによって， ドイツ 

が全而的にはヤング案に賛意を表しているのではないことを示すことによって，将来におけるその 

改訂要求の意図を秘めていた，とみることもできる。また，予算の均衡を実現し維持しつづけるこ

とによって， 将来の改訂交渉におけるドイツの交渉能力を， 1犯9 年の，財g6赤学を/ハかえながら
• ■.

めパリ交渉におけるのとは異なって, 強いもめにしようとする意図が，どの時期の財政政策め背後 

にあったのかもしれない。しかし，こうした改訂への意図が政策形成のなかで役割を演ずるように 

なるのは，後に見るように， 30 年秋，あるいは， 31 年初より後のことであって,この時期におい 

では，ヤング賠償協定の成立.という新たな事態に立脚して,この協定によって生じうる危険を回避 

し，経済恢復の緒をつかむために，財政の健全化をはかる，というのが，ブリューニンク財政の甚 

本的揺想であった，と考えるべきであろう。

祺突，この時期の間議での討論内容を見るならば，賠償問題は,おそらく全くといってよいほど
(25)

に，論議の対象とされていない。むしろ，閣議議事録の内容において注目をひくのほ， 5 月かち？

月にかけて，頻繁に靡用削出政铱の立案• 検討が議題とされていることである。そ.の主な内容ば，

ライヒの鉄道と郵便事業の発注増加によって失業労働力O 吸収をはかること，および，そのための

资金調達の方法などであった。この漂特徴的なのは次の点である。第一に, 藤用創出のための_ ■業

麵 は 「生産的」なものに限定することがS 調とされ，たとえば,後にヒトラー政権のもとで実现

された_ 動車専用道路Autobahnの原案が, . 通行料徵収による自胺的公共取業としてこの基:準(こ合 
, _ , (26)

致するか杏かが検討されている。第二に，こめ計画めための資金は外債の発行により調達すること

が意図され, その点で，この年の初頃がら提起されていた社会民主党およびその系列の労働組合の

喪求の構想と軌を一にするものであり，しかも，プリュ”  ニンク政権にあっては，この外資に•よる

資金調達の可西は，ライヒ財政における均衡の達成と維持に依存するものとして把握されている。

この照用創出計画の実行機関として設立されたのがドイツ公共事業会社Dmitsche Gesellschaft fur
offentliche A rbeilen  A G であるが，これへの政府保証提供に関するライヒ蔵相へめ授相iば,先の

注（24) Bruning, II., „Weg, Ziel und Erfolg der Zentriimspolitik," In :」Weわiri’cA 执如点•、瓜 i4«_/s私*……， 

S. 4 6 .なお,以上の三点の贺約の内容については，Helbich, W. J., op. cit., S. 30 sq.に负うとこ毛が火きい，

(25) BA, R43I/1443〜5 所収の閣_ 讅• 録を参照/
(26) とくに, 5 月 IQ 日， 6 月 5 日t e よび I3 日め閣議議事録を参照。実際には,この計幽 k , 車糊通行課税を敗

ちにおこな5 ことが困難であるという观丨丨丨から. 6 月 1 3 日の閣議でその検討を中止している。B A ,IU 3 1/1443
〜4 所収。 ‘ ' 1

(27) 火島 . 「火恐慌初則におけるドイツの财政過程 .丨，352〜4 頁参旭。 ぃ' . '
(28) こめ妞点をとぐに強調したのは,ルタ一である4 6 月 1 3 日の謎琪録を参照• BA, ft 431/1小H 所収，

(29) 匕© 佘社は， 锊金辦雄上のftj難と， プ " イセン政府£ の権限争ぃによづで十分 fcは機能しえず,本格的な

— r 21 Q 3 $ ) ,
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7 月 2 6 日付大統領令にょるものであった。財政の健全化を当面の課題とするプリA — ニンク財政の

■.構想は，このょうな外資にょる雇用創出政策をその一環に含むものであったことに， .こ こ .では注.目 

しておきたい。

〔羾〕 1930年秋ょり 3 1年 6 月まで 

<1> 第 1 次大統領令の形成

9 月 1 4日のライヒ議会の選挙において特徴的なのは， 投票率が前回=  1928年の 74%から》2% 
へと上界したことと，左右両翼の反ヴァイマル政党が著しい進出を示したことで^3| 。 ヒトラ一の 

国民社会主義労働者党は，従来の12議席から10?讓席へと最も顕著な勢力の拡張を記録し，共産党 

，も5 4からフ7 へとその議席を壻加させた。得票数についていえばs 有効投票総数の3 分のj 弱がこ 

:の両兄にょって占められた。，他の政党に関しては，ブリュ.一ニンク'の党である中央党は，.カトリツ 

ク信者の固定票を背景にして6 1議席から6 8議席へと増加を示したが，社会民主党は152議席から 

143議席へ， トイツ人民党は45 _ 席から3 0讓席へ， ディートリッヒの所厲するドイツ民主党の占 

め.ていた25 議席はその後身であるドイツ国家党の2 0議席へと，いずれも減退を示しているンこの 

ょうな結果にあっては，プリューニンク政権支持の安定した多数派を形成しえないことは,いうま 

でもない。プリューニンク政権が前回の26%の棄権票をみずからの陣営にひきょせうると期待した 

とすれば，今回の投票率の上昇は，その期待とは全く相反する結果をもたらした の で ある。

この選挙の直後， ドイツの証券取引所では相場の約1 割の低落を記巔すると同時に, 選挙の3 日 

後からは，資金の急激で大規模な外国への流出が生じ， この動きは10月中旬まで持続した。..ライ 

ヒ銀行かしの間に喪失した金準備は, パリへの金売却で3. 9 億マルク，ァムステルダムへのそれで 

0.5 f eマルクに達し，外国為替保‘ .額は，5. 9 億マルク減少し，従って， ドイツは， 選挙後約1 ケ 

月の間に, 10. 3 億マルクの金おょび外国為替の損失を蒙ったことになる。 この危機の進行が一段 

落した10月中旬における金保有額は21 .8 億マルダ，外国為替保有額は約4 億マルクであった。.こ 

のょうな金おょび外国為替の喪失は，ナチスの大規模な勢力拡張に象徴される選举の結果ドィツの 

政治状況への信頼'が危殆に瀕したことを背景として，虫としてフ ラ ン ス （さらに小規模ながら.ベルギ 

- やオランダ）の資金の引揚げ，および， ドイツ資本の逃避によるものでぁっ

ブリューニンク政権における財政政 策 の 指 導 •

活動にはいるのは1932年になってからであった。 ライヒとプロイセン問の佑_ こついては次の文観を参照  ̂
PreuSischer Ministerprasident an Reichskanzler 8.6. 1931, in: BA, P 134/1678； Reibh9kan&ler an Preufiischen
Ministerprasidenten 10 .11 .19 31 , in: BA, R 2/18616. ノ

注 (30) Schulthe68, Eurcpdischer Geschkhtskalender, Bd. 7 1 (1 9 3 0 ), S . 194 vom 14. 9.1 9 3 0
(31) Born, Karl Erich, Die dentsche Bankenkrt3e 1931. Fimnzen m d  Politik, Munchon 1967, S. 54.
(32) Chronik der Reichsbank im  Jahre 1930, bcarbeitot v. Statistischer Abteilung der ileichsbank, BeHin Mai

1930, fn; Deutschoa Zontralarchiv (DZA), Die Deulsclte Reichsbank, I60/ I〜2, S . 11〜2,. u . 16〜8.
^—  22  (134)
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ライヒ財政収支の動向についていえば，’ 7 月 2 6 日の大統領令による諸措置にもかかわらず， 早

くもその公布後2 ヶ月の時点で， 1 9 3 0年度予算において巨額の赤字を見込まざるをえないことが

明らかとなった。 9 月末における大蔵省当局の予測によれば，年末までに5 . 8 億マルク，3 1 年
3 月について2. 4 5 億マルクの収支赤字が， 歳出の増加と歳入欠損の拡大とによって生ずるはずで

あった。予想されるこの赤字額のうち，約 5. 8 億マルクは，大蔵洛'証券の発行，政府金融機関およ

び保険基金等よりの借入によって調達されうるとしても，残額約 2 . 5 億マルクに関しては国内での
(33)

調達の見込みはなく，外国金融機関からの短期資金融資に依荏するほかはない，と考えられた。一 

方においてドイツからの資金の流出が続いている事態のなかで，ブリューニンク政権は，この財政 

収支の危機化に対処しなければならなかったのである。

以上に耍約したような諸般の状況に直面しながら，ブリューニンク財政は， 9 月選挙以前とは異 

なった新しい局面を展開することとなる'
第一に，ブリューニンク政権は，賠償協定について問題を提起する意図のあることを明らかにし, 

予算政策を賠償問題解決のための手段として構想し，操作するようになった。賠償問題を当面の政 

治課題として取上げることが迫られるようになったのは， 9 月選挙の結果によってであった。この 

選挙以前からヴェルサイュ体制反対，賠償負担の廃棄を主張していたナチスや共産党は，選举戦で 

の勝利をその主張が支持されたことの証左として，ャング案廃棄の主張を新議会の内外で一層活発 

に展開した。ごの衝撃を受けて，社会民主党や中間派の諸政党も，その強度や内容はさまざま•では 

あったけれども，賠償問題解決のための行動に出ることをライヒ政府に要求するにいたった。10月 

以後のこ.のことに関する経緯の詳細はここでは措くが，费するに, ライヒ政府は，議会に提起され 

た諸据案を外交委員会に付託させることによってしばらくの時間的余裕を得たあと， I2月初には後 

述の第 1 次大統領令によって—び財政健全化の措置を講じた《そ.の後， 19 31年 2 月 1 2 日のライヒ 

議会本会議において，

* 「可及的すみやかに，ャング案に参加した諸国との間で貢賦につし、ての協議に入ること、および,
.

その成功のために必要とされるすべての内政上の措置を採ることJ 
を政府に対して喪請することが多数で承認され，閣僚もまたこれに賛成を投じて， ドイツ政府およ

(35)

び議会の，賠償改訂要求の意図が明らかにされたのである。

賠償:改訂敗求と予算政策との関述についてブリューニンクが議会で公けに言及したのは，これに 

先立つ 2 月 5 日の本会議においてであっ.た。恐慌が進行する過程での収入予測が著しく困難である 

ことを指摘したうえで，彼は，予想を超える減収の発生に対応して直ちに支出を削減する権眼の政 

府への狻与を喪諮し't ：, きらに次のように述べる。

ブリューニンク政椾における財政政策の指導

注（33) 9 }] 2 3 丨:丨の政拊部内の協談における大蔵次官.ンエツフアーHana Sehafferの説明。BA，H 431 /2366所収。

(34) Molbicli,W. J.，o p .ぬ .，S . 17〜26 を参照》

(3 5 ) - 麻 , S. 20,
—I 0Q ( —— —
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rライヒ政府が，節約と予算の極めて確固たる基礎設定の路線をさらに持続するであろうと の 認 

識を，国の内外を問わず確立するうえで，この授権は保証を提供するものである。……この方途 

は，賠償:問題の解決のための道を切拓くうえで，最も確実なものなの(3t§。」

ししでは，来るべき賠償改訂交渉に備えて， ドイツ政府の主張をより説得力のあるものとするた め  

に，予箅の均衡化が志向されているのを，明らかに読みとることができる。

それでは， 30年 9 月からこの2 月にいたるまでの間， ブリューニンク財政は直面する事態にど 

のように対処しながら，上記の志向を明らかにするようになってきたのであろうか

この時期において最も重要な事件は，先述の，あらたに発生した財政収支赤字補填のた め の 短期 

外資借入父渉であった。 ブリューニンク政が選挙前の8 月末から準備し， g 月 3 0 日に公表した 

当面の「財政計画j の実質的な内容も，この点に尽きるといってよいであろ(3ダ。

約 2 0 日間の交渉の末， 10月 1 2 日に妥結を見たこの借入協定によって， ライヒ政府は， ァメリ 

力の銀行リ 一 • ヒギンソンLee. Higginson & C o .を中心とする国際銀行シンジケートから， 5 庹 

マルクを2 年の期限で借入れることとなった。そして， ライヒ政府は，この借入の条件とされた債 

務償還手続の立法化をライヒ議会に要請し，議会もこれを受容れて， ライヒ財政の当面の危機は一 

応回避された。 . .

この成果にもまして重要なのは，その交渉の過程において，ライヒ政府がリー•ヒギンソンに対 

して，一層の財政健全化のための措置の採用を保証することによって，後者から信用の供与をよう 

やくかちえたことである。具体的には， 9 月末頃にリー . ヒギンソンがライヒ政府に対して■の財 

政状態， 保務返済rf*画なとについて質問をしたなかに，「ギルバートの要求はどの程度に実現され 

たか」という一項かあり，これらにライヒ政府が答える形で，ブリュ ー ニ ン ク の承認のもとに次の 

ような保証が与えられた。このぞルバ一トとは， ドーズ賠償協定当時の駐独賠償監督官を指し，そ 

の要求とは， ライヒ政府によれば次の四点からなると理解されている。 第一に， 1927年にお.こな 

われた公務員給与の引上げ分の全面的もしくは部分的再引卞げ。第二に，失業保険赤字の増大がた 

だちにライヒ予算の負担とならないようにすること。第三に，ライヒ•州および地方の全予算制度 

の明確化と単一化。第四に，.州 • 地方財政の運営を節約的たらしめるためのライヒによる監督の強 

化，以上であった。この問への回答として，ライヒ政府は， 7 月の大統領令によって実施され，あ 

るいはこの時点までに公表されてきた措置をあげるのみでなく，未公表の政策にも言及して，この 

諸要求を可能なかぎり全面的に充たす意向であることを明らかにしたのであ(笑。

i£(36) Schnltke88’ Europaiscker Geschichtskalender，Bd. 72 (1931)， S. 27〜 36 vom 5〜 7. 2 ^Q31
(37) Luke, Kolf E .，Von der Stabilisierung zur Krise, hrsg. v. Basle Centre for Economic and Financial Research. 

Series B, Nr. 3, Zurich 1958, S. 264. '
(38) Der deutsclie Volkswirt, 5. Jg., Nr. 3 (1 7 .1 0 .1 9 3 0 ), S. 89.
( 3 9 ) この借 ， 協 定 に 翻 供 与 者 と して習名した外国銀行は，リ- . ヒ ギ ン ソ ン の 他，Mendelssohn & Co. Ams-

terdam, N. V. Nederlandsche Handel Maatschappij, Amsterdam であるが，本文で述べた 「ギ ル バ - ト の 與
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もともと，この借入交渉は， ドイツからの金および外国為替の激しい流出が続くなかでおこなわ 

れたものであって，その成行に閨しては見通しがたいものがあったことは明らかである。そのなか 

で，ライヒ財政の存立をこの信用調達によって確保しようとすれば，ギルバートによって代弁され 

た国際銀行資本の要求を受容れて財政政策の路線を設定する以外にないという判断が，この交渉に 

おけるブリューニンク政権の行動を支えていた， ということができるであろう。さらに,ブリュー 

ニンク政権のこの時期の財政政策上の構想からすれば, この路線は，先に見たように，賠償問題の 

解決のための最も確実なものに他ならなかった。 ’ .
このような脈絡のもとで成立したのが，12月 1 日付の「経済および財政の保全のための（第一次） 

大統領令j であった。それは，公務員給与の削減，タバコ税の増徴，所得税付加税，歳出予算の最 

高限度の設定等， 1931年度予算に関する主要な措置を大統領令によってあらかじ’め確定するため
(40)

のものであった。その閣議での審議における次のブリューニンクの発言は,以上の脈絡を示すもの

として象徴的である。バイュ•ルン人民党所属の郵政相シヱツツヱルGeorg S c h a tz e lが， 税制統一

の措置をこの大統領令に含めることにバイュルンの利害からして反対の意を表明'したのに対して，

ブリューニンクは次のように述べている。

「ドイツの税制の領域における現行の諸関係は根本から改革されねばならないという意見が，今

や世界中の世論として，賠償監督官パ一力一• ギルバートの報告を根拠に形成されつつある。そ

う'である以上，この法律（税制統一措置）をライヒ政府は断念することはできないと思う。……ギ

ルバ一トの諸要求を世界の注目するなかで考慮に入れないならば，最も問題となっている外国に.
対して，経済 • 財政プラン（9 月末のく財政計画〉を指す）の信用政策上の目標を達成することは

(41)
できないであろう。」 •
この時期およびそれ以後のプリューニンク財政の基本的な路線は，以上の経過から明らかなよう 

に，政治状況の極度の流動化，主として短期資金の流出による信用の危機化，財gC収支の危機化， 

課題としての賠償間題解決の提起という諸契機の相互の関連のなかで形成されてゆぐのであり,'
(42)

「ギルバートの要求J を単に国際銀行資本の要求としてのみでなく，「世界の世論J として受容する 

ブリューニンク政権にとって財政の健全化，換言すれば， ドイツのすべての行政1レベルにおける経

ブリューニンク政権における財政政策の指導

求j に対するライヒ政府の回答は， リ_  • ヒギンソンに対してのみ極秘で伝えられた。以上に関しては，1930 
年 1 0月 2 日付のピュンダーのメモ，および，これに付属する「質問書」と「回答j による。BA, R 431 /2366所 

収。 なお， 1 0月初以後のシャハトのアメリカでの賠偾問題に関する発言が， この借入交渉に影響を与えた 

ことは事実であるが，この点については， ここでは立入らない。 詳しくは次記を参照。 Benett, 'Edward W.. 
Germany and the Diplomacy of Financial Crisis, 1931, Cambridge 1962，p . 17 sq.; Schacht, Hjalmar, 76 Jahre 
meines Lebetis, Bad Worishofen 1953, S. 342 sq..

注（40) Reichsgesetzblatt, 1930, Teil I, Nr. 47.
(41) 1930年 1 1月 3 0 丨] の閣議_ 事録。BA, R 431/1447所収。

( 4 2 ) 主嬰諸国の首都からの報告 • 報道もこのブリューニンクの政策を支持するものであった， とい •わ れ る。 

Helbich, W. J” op. cit., S. 37.
— 25 (137)
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ブリューニンク政権における财政政策の指導

常財源での収入確保とそれによる支出の充当および廣務償還計画の厳格な履行は，撰択可能な唯一 

の途と考えられたのであった。従って，夏まではなお一^^の役割を与えられていた屈用創出政策は， 

ここでは，財政政策の構想の中心から脱落して，財政上の手段は財政の賭全化という一つの課題に 

集中されてゆくこととなる。 -
それでは， 1931年春以後，ブリューニンク政権の財政政策は，まず，どのような内容をもって， 

また，局面め展開と共にどのような判断と行動によって進められたのであろうか，項をあらためて 

考察してみよう。

< 2 > 第 2 次大統領令の形成

最初に， 1931年中における大統領令による財政政策の内容を， 便赏上一括して概観しておくこ 

ととしよう。 1930年 1 1月に国会に上程された1931年度予算は， 第 1 次大統領令による主要な政 

策の確定（先述）を経た後， 1931年 3 月末に讓会の通常の議決によって成立した6 この時点で，予 

箅上の収支の見込みが恐慌の作用によって齟齬を生ぜざるをえないことがすでfc明らかであったが， 

予算を年度開始以前に成立させようという要請が優先して，新たな事態発生に際しての収支均衡化 

措丨置の採用をライヒ政府にゆだねて，予算は提案のまま採択された。その後， 5 月末までに明らか 

とならた収入欠損5 億マルタ， 支出超過4. 6 億マルク， 合計 9. 6 億マ ル ク （州および市町村財政のそ 

れを合算すれば約20 億マルク）を処理するために， 6 月 5 Rに公布された第 2 次大統領令は， 3 億 マ 

ルクの支出予算の削減（内2億マルク弱を給与引下げ等人件費の削減による）と， 6. 5 億マルクの増収確 

保 （賃金税. 申告所得税納税者に追加課徴する恐慌税の導入，砂糖税. 関税の增税等）を規定した。 この第 

2 次大統領令において蜇要なのは，さらに，これによって失業保険財政の赤字は，ライヒ予算の補 

助によらず，保険財政自体において処理されるべきものとされたこと，州および市町村財政に対し 

ても，公務員給与のライヒと同程度の切下げが規定されたことである。ここには，先 の 「世界の世 

論」への対応の努力を見出すことができるであろう。

6 月には金および外国為替の激しい流出が起り， 7 月には信用恐慌が発生して，恐慌の作用は一 

屈深刻なものとなるが，この間，緊急に解決を要する問題として明らかになってきたのが，失業者 

の枘加に起因する地方財政の諸極の救済支出の塯大，その結果として地方財政収芰の危機化であっ 

た。 10月 6 日付の第3 次大統領令は， これに対処するために， ライヒ財政よりの補助金の増額， 

地方財政における年金および定員外公務員給与削減等を规矩した。

12月の第4 次大統領令は，財政収支との関係でいえば，12月初までに発坐した収变赤字額4 .5 熘 

マルクを，取引税率の0‘ 85%から 2 % への，J丨上げ，10%を超える割合での公務員給与の如下げ， 

所得税の納期の繰上げ等によって調達しようとするものであった。同時に，この大統領令は，経済

注（43) Luthor, II., op. cit., S ,150.
26(138)

恐551 從 ■す；̂ * 跌 缺 嫁 ム 觸 微 ^ ^ 鱗 跋

ブリュ  一 二 ンク政権における財政政策の指導 

政策上の措置として， 貨金 • 価格 • 利子等め10%切下げを規定して， 経済の恢復への手がかりを 

築こうとしたのである。 .
1 9 3 1年度当初-予算とその後の第2〜4 次大統領令による財政措置とにつき簡単な要約をしておこ 

う。当初予算規模は収支共に9 3億マルク，これに対し，税収欠損はI 3 億マルク，支出超過は約9 億

マルク，従ハて 2 2 億マルクの収支赤字が発生した。これに対応するのが，増税約7 億マルク， フー
(44)

バー . モラ ' トリヴムによる賠償負担の軽減7 . 3 億マルク，公務員給与の削減1‘ 5 億マルク等であった《 

これら一連の政策の推移のなかでとりわけ重要な局面は，第 2 次および第4 次大統領令の作成ど 

決定の過程である。そこで，次に，この二つの局面でのブリューニンク政権の判断や撰択について， 

ー曆立入って考察することとしよう。

まず，第 2 次大統領令が形成されてゆくのは，次のような経過によってであった。賠償協定に関 

する問題提起め手がかりを得ようとするブリューニンク政権の模索は，政府部内においては，1?30 
年の末頃よりすでに開始されていた。これが財政政策の形成と結びつけられるように.なるのは，.先 

に見たように， 1 931年度予算案との関速でいえば2 月初のことであり，さらに， 3 月初になると，. 
来るべき賠償交渉と時間的に一致するように大統領令を準備し，とれにより予算施行後に必要とな 

る財政措置をとろうとする意図が明らかになる。 3 月 1 4 日， イギリス政府によるプリュ一ニンク 

および外相クルテイヴスJu liu s C u r tin sの招待が確実とな•って以後は，こ•の外交交渉のために「必 

要な論 1 S」を提供するという明確な意因をもって，第 2 次大統領令の準俯丨が続けられた。そして，

6 月 5 日，大統領令が公布されると同時に， 8 日まで，イギリスのチヱツカーズにおいて，両国政 

府の首相および外相による賠償問題<9討議がおこなわれたのである。

こごでは，賠償問題と財政政策とが文字どおり同時操作されているのであって，同様のことは, 
後に見るように，第 4 次大統領令にづいても指摘することができる。

内容的にいうならば, 財政健全化の措置が賠償交渉の武器たりうると判断されたのは，ブリュー’ 
ゴソク政権が事態の_ 連を次のように把握していたからに他ならない。賠賸值権国に対して賠償問 

題の解決，そ•の負担の除去を，賠償債務国たるドイツが要求し実現しうるのほ， ドイツが倩獐を忠 

実に履行する意志のあることをその政策運営をつうじて明らかにしつつ，しかも，その意志に反し 

て, 债務の履行が事実上不可能であることが立証されることによってである。従って，債権国侧が

注（4 4 ) 以上に間しては次のものによ■る。Finanzleller Oberblick iiber den Haushalt 1932.
(45) Benett, B. W., op. cit., p. 20 sq..
(46) 「ライヒの国庫収支状況」を議題とする，3 月6 H開他の首相. 蔵相. 中銀総栽らの会議の記録。BA, R 43

1/2368 所収。 '
(47) 5 月 1 5 日開他の，首相その他関係開僚による協議に関するピュンダーの報告。BA, R 43 1/2369所収•
(48) Helbich, W. J., o)p. cit., S. 38. '
(49) 1931苹 10 ) \ 16 r:lのライヒ讅会本会_ におけるプリA — ニ ン ク の 蝻 説 を 参 照 《 Schidthess’ Europaischei- 

Geschicklskalender, Bd. 72 (1931)* S. 241 sq. vom 16.10 ,1931 .
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ら傲務履行のサボタージュとみなされるたぐいの政策，具体的には， ヤング案の規矩する賠潰偯務 

; ' の商業債券化を闲難にするような政府の大规模な借入の続行，あるいは，ヤング案が指示する通货 

!；• - の金伽値の維持を— にするょうなインフレ政策は採用しえない。あえてこれを翻すれば，信用 

’ の崩禪を招いて外国短期資金の急激な流出が生ずるであろうし，傲権国にょる馳管理を受けざる

パ' — トの要求」あるいは「世界の丨丨丨:論」

への対応策としての財政健全化のみが，賠胺問題解決に役立ちうる唯一の方途として撰択されたの 

. , である。

; • ここで明らかなように,賠償問題の解決という課題に従って財政上の措置を特宠化するにあたっ 

て， if i要な制約 .としC作用したのは，賠傲協定の諸規定であった。 しかし，第 2 次大統領令公布の 

直後に’ フリ<51で一一ンクか，「賠修•か除去されたとしても， それによってこの大統領令が不必要と 

. なるのではなりと述べていることから明らかなように，大統領令による財政健全化の政策を賠賸 

' 赋上の测約にのみ帰して iTd明することはできないのであって，財政.経済政策に関するこの時

< パ _ こ支配神認識，あるいは，恐慌対策に関する認識もまた，政策の特定化にあたって重要な役割 

: を演じた, といわねばならないであろう。この認識とは，いわゆる伝統的自由主義の財政論や経済 

: : 政ル論のそれに他ならない。恐慌は一‘^^の淸算の過程と考えられ，国家の恐慌対策も，従っブ狹い 

範囲に限定される。ザンマンの; をかりるならば, ブリュ- ニンク政権の場合，デフレ政策の効 

木として，俩格水準のV丨トげ，これによる生産費の節約という佃丨格= コスト効果のみが考みられて 

! • 所得水準の切卜げをつ5 じて景気循環に作用する所得= 循環効果があることは認識されふ'  また

| 則.政収支政策についても，その景気対抗的な役割の認識を欠くものであった，ということができょ 

( う。プリ，一ニンク雌にょる財政政策の運営が， このような财政•経済政策上の認識のこの当時 

に一般的な内容に制約されていたことについては， もはや多言を必要としない。

このわな観点からすれば，ヘルビッ= ように，ブリュ- らンクが，みずからの政策の恐慌深 

?；；；‘ 化促進作用を知悉していた，と主張することは，困難であると考えられる。自覚されていたのは，

\ ' } 爭税や給与削減にょる諸階眉の負担の増大, これにょる家計や企業獅への赃の増大という作用 

I : ;  ■ であって，これらの諸政策が有効需要水準の切下げをつうじて景気の下降を加速するという認識で 

はなかった，というべきであろう。プリュ - ュンクが, 政府部内での第2 次大雌令準備の た め の  

に  協議におし、て，「収縮の過程を一矩限度を超えて押し進めることはできないし， それ以上におよぶ
h-1

' 注(50) Luther, H” op. cit., S . 144 gq..
'； 1 ' 印 ） の，中央党闺会賴団会議で9 発言，加 加 雜 - 齡 _ 伽ん — - 如 触 ん 衡

ン  似、7 S T  — 1926〜 戰  ^ rboitct v. Rudolf Mo卿 ，Mainz 1969, S. 533.
；V  . 1 rf™ nn- Hor8t- und Altcrnativen der deutschen Wirtschafts-uncl Finnnzpolitik in dor yi'ra Bruning"
； 调  h = : t . ニ n t r r * 桃 — _伽 — 狐 s. 一  .
「し （54) Sanmann, II” op. cit,, S. 120- . :

[.； . —  2 8 (1 4 0 ) — -
I  ■ . . • . ' 一 . .

怒̂^ ,•な̂ 5̂货絲顧缺游來節雜鹏称姆4舰>辦游没雜卿鄉激5滞* -颂 J

鱗繼滅(顿觀舰猫奴紙仰略卿辦，，，於̂̂^̂^

. '
' プリ江一二ソタ政権における財政政策の指濞— -

措置ば不合理であるJ と述べる場合，それは，財政措隞め上述の意味での抑压作用にともなう内政 

面での反作用への顧慮と，経済の収縮や拡張は_ 己調節的に進行するであろうという認_にもとづ 

ぐものであった，と理解すべきであろう。そして，この大統領令がドイツ経済を一層の麻痺状態に 

遵: くであろうといった見通しの表明（中央党機関誌) や，国民に課しうる荊乏の限度はすでに達成さ
(57)

れたという言明（6 月 5 1』の政府声明) は，この抑庄作川の認識であると伺時にi あるV はそれ以上 

に，この大統領令を賠愤交渉上の論拠にしようとい•う意阂がら出た操作された言明であった。さら 

に付加えておけば，実は，この言明が契機となって信用の動摇が虫じ,金および外国為替の急激な

流出が始まって，とれが, ひいては, 7 月め信用恐慌の一因ともなったのである。
. . . .  … . '  ■

、 _ C F D 1 9 3 1年 7 月以後

, へ , . ■.. . .

く1 >  第 4 次大統領令の形成

ブリュ ーニンク政拖のもとでの最後の大統領令，すなわち，第 4 次大統傾令は，信用.恐慌後め， '
恐慌p 作用の一層の激化，イギリスの金本位制離脱といった激しい変動のなかで,その方向を規矩

され, 内容を与是られた。さしあたり， その作成の経過を耍約して跡づけておこう。 ，

第 2 次大統領令を準備しつつあった段階,' づまり，この年の6 月以前の時期でのブリューニソグ

政権の判断によれば， これほど大規模な大統領令を年内に沔度公布することは，r人知をもっては

かり.うるかぎりj 不可能であると考えられていたb それにもかかわらず，その内容において最も包

括的とされる第4 次大統領令が1 2 月ピ公布されるにいたったのは， 賠償政策上の考慮と同時に，

6 月以後の事態の予測を超えた急激な展開に負うものであった。 6 月初以来の金および外国為替の '
大規模な流出，. 7 月 14 • 1 5両日の全M 的な銀行の支払停止をもどもなった信用恐烯の発生という

事態に直面して， 7 月末より，局面打開のための経済政策に関する検討が政権の内部およびその周

辺で始められた。 しかし，’ こうした作業が第4 次大統領令の腺型を形成するようになるのは，為替

管理制度および短期資金据置協定を確定し終り（9 月 1 9 日），また， 9 月 2 0•日のイギリスの金本

泣制離脱を経験して， その一応、め評伽をなしえた1 0 月初のことであった。その直後に起った内閣* '
注 (55) 5 月 20 Hの関係〖臟らによる協讅の記録。BA, R 4 3 I /2 3 6 9所収。 |

(56) Ileimatdienst-Richttinie, Nr. 2 1 5 /2 1 6 .ただし，Helbich, W. J.，op. c i t S. 38 での引州による。 fc
(57) IfAufruf der Reichsregicrung• vom 5. 6.1931 zur Notverordnung/* in: Dokumente der deutschen Politik-und 膠

Geschkhte von 1848 bis zur GegentvarL hrsg. v. Johannes Hohlfcld, I3d. I ll, S 38をなお，この声明発表 6  意 謹

味に関しては* Luthej4, Hm op. eit.i S - 163 sq :
(58) Born, K* 1*1, op. cii.t S. 68 sq.; Helbich. W* J(, op. cit” S, 61
(59) 5 月 15 Hの協議の記錄 R 4 3 I /2 3 6 0所取。 “
(60) 1931外: 1 2月 15 E1の中央党丨SI会議员明会談におけるプ…ュ一二ンクの ■明によるV Die Protokolle der Iteichs- 

tagsfraktion . der dentsche.n Zentrumsparieit S. 5 5 5 .市炎， 第 4 次火統領令の站1 次草案と思われるものが，

1 0 ^ 3 丨:1に , ル タ ー の 検 rト ト を 求 め て ラ イ ビ 経 济 劣 か ら :祝 か さ れ て い ：る ぃ BA, iV _/rtルア /a抑 び 加 广 N t  337 
所収。 '

~ 2 9 (1 4 1 ) — 一 ~
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(61)
改造によってその決定は繰延べられて，当面必要な地方財政の窮状打開のための措置のみを第3 次

■大統領令どして公布したうえで, 第 2 次ブリューニンク政権は,大統領の召集丨こよる経済顧問会議を

1 0月下旬より開他して， 第 4 次大統領令が経済界の指導者の参画のもとに形成されるという組織

的外観をととのえる一方， 1 1 月 1 9 1Hには，国際決済銀行に対して賠償問題に関する特別諮問委員

会の開催を要請したのである。このような準備を経たうえで，第 4 次大統領令は，上記の諮問委員

会がバーゼルで開催されるその日， 1 2月 8 日に公布されることになった。

この経過から見てただちに明らかなことは，この大統領令の公布においてもまた，賠償問題解決

のための拠点を築こうとする意図が支配していたことである。イギリス政府との協議に第2 次大統

領令の公布を時間的に一致させたことが， ドイッ侧の主張を説得力あるものにしたと判断され，そ

の結果として8 月には， ゥイギシW ig g i n 委員 会 （8 月 20 〜 23 t l) の報告がドイツに有利な内容を

もって公表されたという_ ：実に立脚して, ブリューニンク政権は，第 4 次大統領令を，バーゼルの

特別諮問委員会の開会にあわせて公布したのであった。 ，

しかし> こうした賠償交渉との関速のみをもってしては尽しえぬもめが，この大統領令の形成の

過程に，また，その内容にあったことも明らかであろう。以下においては，このことを,.ブリュー

ニソク政権がとの時期に生起する諸般の事態に直面して，どのような判断と撰択をおこないつつ，

この大統領令を形成していったかに焦点をあわせて考察する。

ここでのブリューニンク政権の財政政策をその結果から見るかぎり，この時期の財政運営は，そ

れまでの時期のそれと首尾一貫しており，政策の転換は未だその時期ではなかったことが明らかで

ある。あるいは，一層正確には，ブリューニンク政権の政策がデフレ一ションと特徴づけられると

すれば ,「デフレーションとは， われわれの意志に何らか依存するものではなく， 全くのところ，

国際的諸関係に強制された諸結果なの’ナi j とルターが語る意味において，ブリューニンク政権の政

策は一貫していた，というべきかもしれない。 しかし，その過程について見るならば，直面した

態が従来の経験を超えた新たなものであるだけに，これへの対応を試みて様々な撰択肢がブリュー

ニンク政権のまえに提供され，政権はその取捨撰択の決定を問われていた。

その一つとして，，資本家集団の一部から提起された政策転換の変求がある。 それは， 経済専門

家としての資本家_ 体の指導者と閣僚とによる協議においてなされたものである、ガ丨，シュミッッ
■ —     ̂ —   .
注( 6 1 ) こ経過に関し't  は次のものを参照，Briining, H., „Wie Hitler die Macht eroberte". ini Heinrich Briining.
' Reden und A u f s a t z e - S. 236 sq..

( 6 2 ) この会議Wirtechaftebeiratは， 10月2 9 日開牵，11月2 3 日まで続けられた。2 5名のメンバ一は，工業を 

中心に，農栗，商業，労働組合等の指導渚によって構成されている。この会議は，大統領令の•原案を密議する 

のではなく，政府側の概括的’な方針説明と，各メンバ一の利宵関係に立脚した主張の開陳を主とするものであ 

った，BA, H 431/1165〜6 所収の記録を‘ 照。

(63) Helbich, W. J., op. t i t ,  S. 41,
(64〉 1931年8 月22 Eiの経済埠門要員会での発言。BA, R 4 3 IA 4 5 1所収。

<65〉 7 月 3 1 日と8 M 3 日，開僚のほか，木文中にかかげた者およびヒルファデインクなど数名のいわゆる経済

ニ攻城奴设 -奴̂成̂げ)—成相热，靜■翻̂-，

ブリューニンク政権における財政政策の指導 

Hermann Schmitz (I. G. Farben)の，「訂画経済，すなわち，広汍な拖限をあたえられた監督官を 

もっ:た経済センターj の樹立といった提案は別としても，.ヴァルムボル卜Hermann Warmbold (i. 
G. Farben)の信用拡張の提案は，'ンュミッツや:'y ルフ■アベルクPaul Silverberg (ノ、ルべ.ン黏業) ■ら.. 
の支持するところであった。その主張は，経済の恢復のためには，従来， ドイツの投資資金の源泉 

であった外国短資の利用を今後塾みえぬ以上，そのかわりに，商品担保の短期国内信用を拡張する 

必要がある, というものであった。シルファベルクの言葉では，それは「過渡的なイソフレーショ 

ンj の提案であった。同じ席上での資本家伽からの他の提案は，フ土クラ一Albert. Vdgler (合同 

製細）による賃金切下げ，正確には，貨銀等に関する協定の拘束の廃棄の要求であった。

この両者に対するブリューニ 'ノクの見解は, 必ずし:も明確ではない。 8 月中の別の機会に,「近 

い将来において外交政策上の理由から，デフレーシ ョ ンを避けることは著しく困難である」と述べ, 
後に，通貨に関するあらゆる実験を拒否すると語っているのが，プリュ一ニンクの前者への態度で 

あった，と思われる。 後者，すなわち， 賃金の拘束の解体にっいても, 「雇用者が望むような一層, 
の賃金切下げ」は，他の面での政策を•ともなうものでないかぎり不可能である，と反論しているこ 

とが注目される。 そして， この反論の背後には， 2 0年代の資本による合理化運動が今日の失業問 

題発生の根本的な原因であるという把握と， 7 月の信用恐慌における銀行救済に関する資本家集団 

の行動への批判があった。いずれにせよ，賃金の切下げをそれのみでおこなうことへの彼の杏库的 

な見解は，第 4 次太統領令における協定貨金と独占伽格の同時的解体という構想にっながるもので

あった，といってもよいであろうず

さらに，この時期になされたp •用拡張政策の提案として周知のものは,.ラウテンバッハWilhelm
(69) 〜

L au ten b achのそれである。この歸案は，彼の所厲する経済省において次官にまでは提出されたけ 

れども，ブリA — ニンク政権の内部で検討されるにはいたらな’かった。 しかし；それは；ルター，

セ、一ミッシネFriedrich Ernst Moritz S am isch ,ザリ一ンEdgar S a l in らを中心と't ：るリスト協会 

Friedrich List-Gesellschaft e. V .の研究会（9 月16〜7 日）において討論の素材とされたのでもる。 

詳論は措ぐとして， 要点のみあげれば, ，「投資および信用拡張による景気振興の可能性」と鹿する 

この提案は，次の内容からなるものであった。 1 . 賃金の協定による拘束の除去，その水準に'^い

离門家と，プロイセン政府の代表を加えた協議がおこなわれた。BA, R 43 1/2372, 1 4 5 1所収。 なお，3 [3の会 

_ の議事録の付録文書に議市日程があり，ここにプ私的国家的全経済におけるあ名べき克ま ' へのデフレ— シ 

3 ンの有機的形成j と記されている，BA, R 431/1451所収。粟 原 俊 （「プリューニンクの経済政策」，*■歴史学餅 

究 j 2 9 4号所収）は， これをもって第4 次大統領令を指すとしているけれども， これは断定にすぎるよクに思 

われる。 • • »
注 (66) 8 月 2 2 日の経済苒門委員会での発言。 BA, R 4 31 /1451所収。

(67) Brtining, H.. ,,Kcine Reparationen niehr,1* in： Heinrich Briining Redeti und .Att/sぬs r e 83,
(68) 7 月3 1日の協議における発言。BA, R 43 1/23ケ2 所収。

( 6 9 ) その概驳は次のものに収録されている。Lautenbach, Wilhelm, Zina, Kredit und ProdiMtoii, hrsg, v. Wolf­
gang Stiitzel, Tilbingen 1952, S .137 sq“

- — - 3 1 (143) トフ~ —̂
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て 20 % の可勤性の承認B 2‘ 拘柬価挤，ことに，鉄鋼偭格の25% 切下げによる生鹿費の節約。3. 
鉄道，道路建設等の公共発注の増加。半年間に15億々ルタの規模で50 万人の屈用機会を創出しう 

る公共事業め実施。4 . 資金の調達は，中央銀行再割引保証にX る手形▲融による, 以上であった。 

討論の焦点が3 および.4 にあったことはいうまでもなV、が， 研究会への参加者2 6名のうちでこの 

提案を支持したのは，ごく少数でしかなか. (70)
た，と伝えられる。

当時おこなわれた信用拡張提案の中で，ラゥテソ. の提案は十分に現実的な諸条件の考慮に
(71)

もとづレ、た もめであったとされながら, なお，多くの支持が与えられなかったのは，r ドイツにおけ 

るヶインズ」 とぃわれる彼の提案を受容しうる$ 輪が当時の財政 • 経済政策上の認識のうちになか 

，たことによるであろう。市臾，為替管规制度と短期資金据置協定が確定じたあとめ段階におぃて 

は，国内政策におぃて景気拡張的な効果を持っ措置がとられたとしても，資金の闺外へめ流出によ 

•る通货の危機を誘発ずることにはならなかったであろう。従って，ザソ々ンが指摘するよう(泛，賠 

偾溃権国のデ解のもとにとりうる他の拽祝肢が,ブリューニンク政権に開かれてぃたとぃってよぃ 

であろう。 この撰択肢の発見と採| 「i は，プリュ 一 二 ンク政権のみならず，铛時の一般の認識を超え 

るものであったのである。 ’ • / .
ブリューニング政権が実際にとったのは，第 4 次夭統領令の諸政策，繰返してぃえば , 財政収支 

均衡化のための措鼢ど，貨金 • 価格 .，利子等の10%切下げめ措置であった。これ以前め大統領令と 

それが興なるのは，プリューニンクが赔偾交渉のために用ぃらるべき最後の手段として留保しでき 

た取引税の増徴がここで実現されたことと，諸価格の切下げ措置がその主要な栩の一 ‘っとされたこ 

ととである。そして，これらの措置がどられたのは， ドイツの直面する状況の変化，すなわち，イ 

ギリスの金本位制離脱後における世界市場の新局面展開への対芯を意囪したからであづた。

イギリスの金本位制離脱に続ぃて， 9 月 2 2 日にはデンマ“ クが， 2 7 日にはスウエーデンと/ル 

ウx —が，そして， 年末までには合計1 7ヶ国が金本位制から離脱してゆくなかで， ドイツは,従 

来の通貨価値を維持する道をえ らぶのであるが,ブリューニンクがその理由としてあけ‘てぃるのは， 

次のニ点である。第一には，約 260億マルクに達するト' イツの短期対外偾務は，その大华が外貨建 

てであるために，通貨価値の切下げによって得るとこぞはほとんどない。第二に,ドイジは過去に 

おぃでインフレ.の経験を持っており，，ここでふたたび国民にインフレを押しっけることはでぎなぃ， 

以上であった。なお，. これ以外に，対外政策上の考慮，ことに，独 ，澳関税同盟案発表以来緊張し

'主.(70 ) し巧研究会の内容については，次のものを参照。..BrUgelmartn, Hermann, Politische Okonotnie in  kritisclien 
Jahren. Die Friedrich IAst-Gesellschaft c. V. von 1925、1935, Tubingen 1956, S . 132 sq.； Luther, H” op. cit., 
S_ 246 sq.. ^

(71) Brugelmann, H,, op. S. 134,
(72) LauUmbdch，W ” 吵* c仏，S. i X 所収のレプケの表班0
(73) Sanm&nn H” op‘ d t ” S. 133 叫 “
(74) 5 月 2 0 日の協f t の記鎳による。B A ,玖431冷3 6 9 所収，

( 抑 10JJ 2 日の開議_ J f 録による。BA, R 431 /1453所収。 '：- .
“— 32 ( 1 4 4 ) -----

ブリューニンク政権における財政政策の指導  ,

て い た フ ラ ン ス と の 関 係 へ の 考 慮 も 働 い て い た , と い わ ね ば な ら な い 。 マ ル ク め 金 か ら の 解 放 が 赔  

償降定の規定によって不丨丨 r能 で あ る 以 上 ， フ ラ ン ス （恐らぐこの時点ではプメリ力も共に ) の 反 対 は ， 

ド イ ツ の 撰 択 に と っ て 決 定 的 で あ っ た か ら で ビ 7| 。 • ;

諸価格の切下げ措置は，このょうなドイツの撰択の結果採用されたものであらた。 ブリニ ー ニン 

' ク.政権の価格政策としては，すでに1泊1 年 1 月，「登録商品に関する価格拘束の廃正」命令が出さ. 
れたが，資本家団体の反撃にあづて，これは不徹底で実効をあげえぬままに終っ(7̂ 。いまここに_提 

起される措置は，実質的内容において，こ の 「拘束された伽格」の解体を意図するものであった。

'■■•の.場合，賃金Q切下げは，企業の生産費の切下げを可能にするものと.して,.多年に苴る資本家集

団のち7書の実現がみられるのであるが，他P では，独占伽i格もまたその解体措置の対象とされたの 

であった。この価格切下げ措置が世界市場におけるドイツ資本の競争力を維持しょうと+ るもので 

あったことは， すでに明らかである。 それと同時に, 「拘束価格」の下落率# 「自由価格」のそれ 

を著しく下魅っているという事態に着目して，實金と同時に独占価格をも解体-し切下げて，これに 

'ょって結局は生計費负担の軽減，購買力の美質的上昇を指向しょうとしたのが| この第4 次大統領 

令であった，ということがでぎるであろ(マ。

すでに見たように，ブリューニンクの財政論の前提には，利益政治化した財政運営への批判があ 

った。そして，これにもとづいて展開されたのが，個別の階層あるいは集団は，みずからに課せら 

れた犠牲を国家的利益の故に甘受すべきである， という要請であった。 しかし， 1931年秋， プリ 

ューニンク自身が認めるょうに，大資本にくらべて中小資本がその生産や信用の条件において著し ' 
く劣恶な立場にあり，また，恐磕の諸作用は中産階級，ことに小売商，手工業渚や農民に格別め窮 

状をもたらしつつあった。

「もしも一層早い時期に治療の手続がとられ,公共経済のみではなく私経済においてもまた , 外 

科叚のメスが一層時宜に適して且徹底的に加えられてI 、たとするならば，多くの社会的且職豳間 

の緊張はいまほどの激しさとはならなかったであろうし，政治的急進主義もこれほどに高揚る

ことはなかったであろう」■ . . ‘ . . . .
ブリューニンク政権によってライヒ財政から着手された「健全化」は，事態の進行との関速におい 

て，いま漸く私経済にまで及んだ。ブリューニンクは，恐慌の負担と国家にょる援助との諸階層.
諸領域への均等な配分を要請して, いまここに，「拘來伽格j 切下げの措置にょっで，それが労働組

/主（76) Ltike, R. E.，op. cit., S. 334 sq.； Luther, H., op. cit., S . 154 sq,； Hermens, Ferdiliand A., „Das Kabiriett 
Briining und die Depression/* in： Staat, Wirtscha/t und Pditik  in  dir Weimarer Republih, S. 300 gq, を参煦。

(77) Born, K. „Die Weltwirtschaftskrise als Zeitgeschichtlichoi- Hintergrund der Eitifiihrung der gesetz 
lichen Pflichtprilfung/* in： 75 Jahre Deutsche Treuhand-GmUsihaft 1890-19651 hrag. v. Muthesiuri； S. 85 sa.,

( 7 8 ) 加藤栄ー「ヴァイ々ル期ドイツ資本主義の檇造と運動」 (ご ) , «tl:会科学研究 j (粜火社研紀迪) 第 1 6卷 4 . 5  
合 併 兮 （1965年 3 月） 108 K 以下。

(79) Hermens, F .ん，0外 a‘ん S . .2 9 3 ~ l
(80) Bruning, H.( „Keine Reparationen m ehC  in： Hdnrich Briining. Reden und ^  77.
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合が侬存する協定貨金であると，資本家集団が依拠する独占価格であるとを間わず，ヴァィマル体 

制下で構築•されてきた既得権益解体のメスをふるおうとし(8ぶ。ここに，ブ リューニ ンク，財政の第4 
次大統領令における到達点を見出すことができる。

.. . , : . . ン .' . : . . .

く 2 > 小 括

ドィッ工業全国速盟は， 1932年 1月 1 日付の文書におV、て， ブリュ 一 ニンク政権の政策に対し 

て次のような態度を表明した。 ,

「昨年一年間においてとられた嵇々の措匱は，ただに時期おくれであっ た，：どいうめみではない。 

経済上の理性という観点にさからし、， 個人主義的経済秩序の菽本原則と諸要請への攻撃を意味す 

る諸形態において，それらは実行されたのであ(8| 。」

.資 本 家 集 胡 と じ て は ， 四 業 資 本 か ら な る 通 称 ラ ン グ ナ ム フ エ ラ イ ソ が ， 1930年 11月.の大 

会 に お い て ， ブ リ ュ ー ニ ン ク 政 権 の リ 一 ダ ー シ ッ プ へ の 明 確 な 批 判 を 表 明 し て い た め で あ っ て ， 

1931年 を つ う じ て ブ リ ュ ー ニ ン ク 政 権 と な お 協力関 係 に あ っ た 全 国 迪 盟 も ま た ， こ こ に 同 政 権 へ . 
の 批 判 を 明 ら か と す る に い た っ た 。 そ れ は ， 資 本 家 集 団 の 大 勢 が ， ブ リ ュ ー ニ ン ク 政 権 の リ ー ダ ー  

シ ッ プ か ら の 離 反 を 決 定 的 な も の と し た こ と を 意 味 -^實 。

政権からの離反を明らかにしたのは, 資本家集団のみではなかった。前記の経済顧問会議の途中 

で，農業関係者か参加を拒否するにいたったことから見られるよう\こ，農業団体の政権への批判は 

すでに明白となっていたし，労働組合もまた，この大統領令への厳しい批判を展開していた。

これらの諸圧力集団の恐慌期における動向を論ずることは措き.，ここで注同したいのは，ブリヱ 

一ニンク政権の大統領令による恐慌対策が第4 次大統領令の公布にいたる過程において , これら諸 

集団を統合する能力を持ちえなくなったということであるc もともと，議会に多数派与党を持たな 

いブリューニンク政権において，政策形成は，行政官僚機構の役割と，圧力集団との交渉•その同 

意の調達とに侬存せざるをえなかったし，後者において，ブリュ 一 二 ンク政権は, すでに多くの_難 

に逢着してきたのであった。 しかし，いまここに明らかとなるのは，部.にその政策が妥協の産物に 

終るというのではなしに，同赛の調達の前提たるベ き政拖のリ一 ダ— シッ ヅへの拒帝であっ た，と 

いえよう。そして，この拒西が決宠的となっ たのは，ブリューニ ンク政輪の政策が， ヴァイマル湖

注 (81) Ibid., S. 73 sq..
.(82) Schnlt}m&, Ewopdischer Geschkhtskahnder, Bd. 73 (1932), S. 3 vo'm 1 ,1 .19 32 .

(83> Treue, Wilhelm, „Der deutsche Unternehmer in der Weltwirtschaftskrise 1928 bis 1933," in: Die Staats-md 
Wirtsthaftskrise des Deutschen Reichs 1929/33, hrsg. v. Werner Conzc u, Harts Raupach, (Stuttgart 1967, S. 
82 sq. 特に S. 108,

(84) Bracher, Karl Dietrich, Die Auflosunp der Weimarer Hepublik, 3, Auflパ Yillingen/Schwarzwald 1960, S. 383.
( 8 5 )それはプリ.ュ~ ~ ンク丨;丨身の,忍めるところであった（1931年6 月14 IH) J i e  Prot曲 , ぢeiehstaffsfniktioit.. 

der deutschen Hentrumspartei, S. 531. v.；
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ブリューニンク政権における財政政策の指導

に形成された資本と労働の「既得権益」に触れるものとなったからであった。

I932牢 5 月のブリューニンク政権の失脚は, 時憤政策との関連でいえば，たしかに「目標の100 
メートル手前」での失脚であったといえよう。 しかし，財政 • 経済政策との関連でいえば，ブリュ 

一ニンク政権は，第 4 次大統領令公布のこの時点でそのリ一ダ一シップを喪失していた，とt 、わね 

.ばならない。 大衆のレベルでいえば， 1930年 9 月の選挙においてそのブリューニンク政権からの 

離反が明らかどなっていたし，いまここでは，既得権益に依拠した指導的な社会集団について，同 

じことが決定的となったのである。そして，従来支配的であった財政経済上の認識をもってはS)びi  
の関連を見通しえず，また，処理しえぬにもかかわらず，新たな認識は, たとえば，恐慌の経済過 

程について，.そこでの国家の役割について明確な内容をもっては成立しておらず， しかも，第一次 

大戦終了以来の国際的な政治• 経済上の諸条件にその政策運営が規制されるという状況が，ブリュ 

一二ンク政権の財政政策におけるリ一ダー、ンップの弱体化と解体を促すものであったことは,以上 

の考察から明らかセあろう•


